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利
根
町
の
財
政
力
に
つ
い
て

▼�

経
常
収
支
比
率
と
は

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判

断
す
る
指
標
で
す
。

　
地
方
税
、
地
方
交
付
税
お
よ
び
地
方
譲
与
税

な
ど
の
経
常
的
な
一
般
財
源
が
、
人
件
費
、
扶

助
費
、
公
債
費
な
ど
の
経
常
的
経
費
に
ど
の
程

度
充
当
さ
れ
て
い
る
か
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
財
政
構
造
が
硬
直
化

し
て
い
る
こ
と
を
表
し
て
い
ま
す
。

　
家
庭
で
例
え
る
な
ら
ば
、
給
料
の
よ
う
に
毎

月
決
ま
っ
て
入
る
収
入
に
対
し
て
、
家
賃
（
住

宅
ロ
ー
ン
）、
食
費
、
光
熱
水
費
な
ど
の
毎
月

必
要
な
支
出
の
割
合
に
な
り
ま
す
。
比
率
が
低

い
ほ
ど
、
娯
楽
や
趣
味
に
使
え
る
お
金
が
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
地
方
公
共
団
体
で
も
、
財
政
構
造
の
弾
力
性

が
改
善
す
れ
ば
、
独
自
の
施
策
を
実
施
し
や
す

く
な
り
ま
す
。

　
令
和
２
年
度
に
お
い
て
は
、
普
通
交
付
税
や

地
方
消
費
税
交
付
金
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ

り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
５・
３
ポ
イ
ン
ト
減

少
し
財
政
構
造
の
弾
力
性
が
改
善
し
ま
し
た
。

▼�

財
政
力
指
数
と
は

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示
す
指
標
で
す
。

　
基
準
財
政
収
入
額
（
普
通
交
付
税
を
算
定
す

る
た
め
に
、
標
準
的
な
状
態
で
徴
収
が
見
込
ま

れ
る
税
収
入
な
ど
を
一
定
の
方
法
に
よ
り
計
算

し
た
地
方
公
共
団
体
の
収
入
額
）
を
基
準
財
政

需
要
額
（
同
じ
く
普
通
交
付
税
を
算
定
す
る
た

め
に
、
地
方
公
共
団
体
が
合
理
的
か
つ
標
準
的

な
水
準
の
行
政
を
行
い
、
ま
た
施
設
を
維
持
す

る
た
め
の
需
要
額
を
一
定
の
方
法
に
よ
り
計
算

し
た
額
）
で
割
っ
た
数
値
の
過
去
３
カ
年
の
平

▼�

財
政
健
全
化
判
断
比
率
と
は

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す

る
法
律
」
に
基
づ
き
、
地
方
公
共
団
体
は
財
政

健
全
性
に
関
す
る
比
率
を
公
表
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
各
比
率
が
早
期
健
全
化
基
準
値
を
超
え
た
場

合
は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
な
ど
が
義
務

付
け
ら
れ
、
さ
ら
に
財
政
再
生
基
準
値
を
超
え

た
場
合
に
は
、
財
政
再
生
計
画
の
策
定
な
ど
が

義
務
付
け
ら
れ
、
地
方
債
の
発
行
に
つ
い
て
も

制
限
さ
れ
る
な
ど
、
厳
し
い
財
政
運
営
を
迫
ら

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
利
根
町
に
お
い
て
は
、
全
て
の
指
標
で
黒
字

も
し
く
は
早
期
健
全
化
基
準
以
下
の
値
と
な
っ

て
お
り
、
将
来
の
財
政
運
営
に
支
障
が
出
る
状

況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
今
後
も
行
財
政
改
革
を
推
進
し
、
財
政
の
健

全
化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

●
実
質
赤
字
比
率

　
普
通
会
計
の
赤
字
額
の
標
準
財
政
規
模
（
町

税
と
普
通
交
付
税
な
ど
で
約
38
億
３
５
０
０
万

円
）
に
対
す
る
割
合
で
す
。
利
根
町
は
収
支
が

黒
字
の
た
め
数
値
が
示
さ
れ
ま
せ
ん
。

●
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
公
営
事
業
会
計
を
含
め
た
町
全
て
の
会
計
の

赤
字
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
で

す
。
利
根
町
は
全
て
の
会
計
で
収
支
が
黒
字
の

た
め
数
値
が
示
さ
れ
ま
せ
ん
。

●
実
質
公
債
費
比
率

　
普
通
会
計
が
負
担
す
る
公
債
費
（
地
方
債
の

元
利
償
還
金
）
や
、
公
債
費
に
準
ず
る
も
の
を

含
め
た
実
質
的
な
公
債
費
相
当
額
の
標
準
財
政

規
模
に
対
す
る
割
合
で
す
。

●
将
来
負
担
比
率

　
普
通
会
計
が
将
来
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
地

方
債
の
残
高
や
、
公
営
企
業
債
に
対
す
る
繰
出

見
込
額
な
ど
実
質
的
な
負
債
の
標
準
財
政
規
模

に
対
す
る
割
合
で
す
。

　
利
根
町
で
は
、
地
方
債
現
在
高
や
公
債
費
に

準
ず
る
債
務
負
担
行
為
に
基
づ
く
支
出
予
定
額

な
ど
の
将
来
負
担
額
よ
り
、
こ
の
将
来
負
担
す

る
実
質
的
な
負
債
の
返
済
に
充
て
る
こ
と
が
で

き
る
基
金
現
在
高
や
地
方
債
現
在
高
な
ど
に
係

る
交
付
税
措
置
見
込
額
な
ど
の
充
当
可
能
財
源

が
上
回
っ
た
た
め
比
率
が
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
。

●
資
金
不
足
比
率

　
公
営
企
業
会
計
ご
と
の
赤
字
額
（
資
金
不
足

額
）
の
事
業
規
模
に
対
す
る
割
合
で
す
。
経
営

健
全
化
基
準
を
超
え
る
と
経
営
健
全
化
計
画
に

取
り
組
む
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
利
根
町
で
は
、
公
営
企
業
会
計
は
公
共
下
水

道
事
業
特
別
会
計
が
対
象
と
な
り
ま
す
が
、
収

支
が
黒
字
の
た
め
数
値
は
示
さ
れ
ま
せ
ん
。

基金（貯金額）

12 万 8,575 円12 万 8,575 円
（町民一人当たりの貯金）（町民一人当たりの貯金）

積立基金残高（一般会計）

20 億 2,622 万２千円
（対前年度　1 億 1,047 万３千円増）

積
立
基
金
に
つ
い
て

　
町
に
お
け
る
積
立
基
金
（
貯
金
）
の
総
額

は
、
対
前
年
度
１
憶
１
０
４
７
万
３
千
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。

　
財
政
調
整
基
金
は
、
約
２
７
０
０
万
円
程

減
少
し
ま
し
た
が
、
建
設
後
約
30
年
が
経
過

し
た
役
場
本
庁
舎
の
大
規
模
改
修
に
備
え
、

公
共
公
益
施
設
整
備
基
金
へ
２
億
円
を
積
み

立
て
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
安
定
的
な
財
政
運
営
の
た
め
、
基
金
に
つ

い
て
は
適
切
な
取
り
崩
し
と
、
目
的
に
応
じ

た
積
み
立
て
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
も
必
要

な
財
源
確
保
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

●
財
政
調
整
基
金

　
地
方
公
共
団
体
が
年
度
間
の
財
源
不
均
衡

を
調
整
す
る
た
め
の
基
金
で
、
財
源
が
不
足

す
る
年
度
や
、
災
害
な
ど
が
発
生
し
た
際
の

支
出
の
増
加
に
備
え
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る

年
度
に
積
み
立
て
を
行
っ
て
い
ま
す
。

▼
積
立
基
金
の
推
移
　（
単
位
　
千
円
）

20 億円

15 億円

10 億円

５億円

０

●
減
債
基
金

　
地
方
債
の
償
還
額
の
増
加
に
備
え
、
公
債

費
が
財
政
を
圧
迫
す
る
こ
と
を
防
ぐ
目
的
で

設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
特
定
目
的
基
金

　
特
定
の
事
業
目
的
達
成
の
た
め
に
設
置
さ

れ
た
基
金
で
す
。

地方債（借金額）

33 万 1,250 円33 万 1,250 円
（町民一人当たりの借金）（町民一人当たりの借金）

地方債残高（一般会計）

52 億 2,018 万２千円
（対前年度　３億 1,313 万２千円増）

地
方
債
に
つ
い
て

　

町
に
お
け
る
地
方
債
（
借
金
）
の
残
高
は
、
対
前

年
度
３
億
１
３
１
３
万
２
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
債
発
行
額
が
償
還
額
を
上
回
っ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。

　
令
和
２
年
度
に
お
け
る
地
方
債
発
行
の
主
な
内
容

は
、
全
額
が
交
付
税
措
置
さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債

が
１
億
５
４
５
１
万
２
千
円
、
７
割
が
交
付
税
措
置

さ
れ
る
過
疎
対
策
事
業
債
が
４
億
６
９
６
０
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
将
来
の
財
政
運
営
に
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
、
地

方
債
発
行
に
際
し
て
は
、
交
付
税
措
置
の
割
合
が
高

い
起
債
を
最
大
限
活
用
し
て
お
り
ま
す
。

●
臨
時
財
政
対
策
債

　
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
財
源
不
足
を

補
う
た
め
、
不
足
分
の
一
部
を
地
方
自
治
体
が
借
り

入
れ
を
行
う
地
方
債
の
こ
と
で
、
元
利
償
還
相
当
額

に
つ
い
て
は
そ
の
全
額
を
後
年
度
の
普
通
交
付
税
に

て
措
置
さ
れ
ま
す
。

●
過
疎
対
策
事
業
債

　
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る
特
別

措
置
法
に
よ
り
過
疎
地
域
指
定
を
受
け
た
市
町
村
が

特
別
に
発
行
を
認
め
ら
れ
た
地
方
債
で
、
元
利
償
還

金
の
７
割
が
普
通
交
付
税
で
措
置
さ
れ
ま
す
。

▼
地
方
債
発
行
額
の
推
移
　（
単
位
　
千
円
）

２億円

３億円

１億円

０

５億円

４億円

20 億円

30 億円

10 億円

０

60 億円

50 億円

40 億円

▼
地
方
債
残
高
の
推
移
　（
単
位
　
千
円
）

均
値
で
す
。
こ
の
数
値
が
１・
０
を
超
え
る
と

普
通
交
付
税
が
交
付
さ
れ
な
い
不
交
付
団
体
と

な
り
ま
す
。

　
す
な
わ
ち
財
政
力
指
数
が
高
い
ほ
ど
普
通
交

付
税
算
定
上
の
留
保
財
源
が
多
い
こ
と
に
な

り
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。

　
基
本
的
に
は
基
準
財
政
需
要
額
と
基
準
財
政

収
入
額
の
差
が
普
通
交
付
税
の
算
定
額
と
な
り

ま
す
。

　
令
和
２
年
度
の
数
値
は
前
年
度
と
同
じ
０
・

４
３
と
な
り
ま
し
た
。

財政力指数
の推移

経常収支比
率の推移

平成 28 年度 0.43 92.2％

平成 29 年度 0.43 93.3％

平成 30 年度 0.43 93.6％

令 和 元 年 度 0.43 93.8％

令 和 ２ 年 度 0.43 88.5％

指標 利根町の数値
基準

早期健全化 財政再生
実 質 赤 字 比 率 （黒字） 15.00％ 20.00％
連 結 実 質 赤 字 比 率 （黒字） 20.00％ 30.00％
実 質 公 債 費 比 率 1.8％ 25.00％ 35.00％
将 来 負 担 比 率 ー 350％

資金不足比率 
公共下水道事業特別会計 

（事業規模約２億 3,800 万円）
（黒字） 経営健全化基準

20.00％

▶問い合わせ先
　財政課　財政係　☎６８－２２１１（内線３５３・３５５）

普通会計
一般会計、霊園事業特別会計

利
根
町

公営事業会計
国民健康保険特別会計、介護保険特別
会計、介護サービス事業特別会計、後
期高齢者医療特別会計
うち公営企業会計
公共下水道事業特別会計

（法非適用）
一部事務組合・広域連合
稲敷地方広域市町村圏事務組合、龍ケ崎地
方塵芥処理組合、龍ケ崎地方衛生組合、茨
城県市町村総合事務組合、茨城租税債権管
理機構、茨城県後期高齢者医療広域連合、
茨城県南水道企業団
地方公社・第三セクター　など
茨城県信用保証協会

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

将
来
負
担
比
率資

金
不
足
比
率

（令和３年３月１日現在 15,759 人で算出）（令和３年３月１日現在 15,759 人で算出）

財
政
健
全
化

判
断
比
率

89 令和 3年 10 月（No.691） 令和 3年 10 月（No.691）


